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 地方財政を巡る現状 
 

 地方分権改革 
    －第1次分権改革（地方分権一括法） 
    －三位一体の改革 

 
 ポスト三位一体の改革 
    －地方分権改革推進委員会 
    －道州制 
    －地域間格差の是正 
 
 民主党「地域主権改革」 



「地方財政論入門」第１章 



 第1次分権改革 
    －地方分権一括法（2000年4月） 
 
 第2次分権改革 
    －「三位一体の改革」（3兆円の税源移譲） 
    －市町村合併（3300⇒1800） 
 
 ポスト三位一体の改革 
     －「美しい日本」とふるさと納税 
     －地方自治体の再生型破綻法制（地方財政健全化法） 
 
 地域主権改革 
     －一括交付金 
     －関西広域連合（「大阪維新の会」） 

 



成果 ポイント 内容 

第1次地方分権
改革 

地方分権推進
一括法施行
（2000年4月） 

地方事務＝機
関委任事務の
廃止 

国の義務付け・
枠付けの縮減 

第2次地方分権
改革 

三位一体の改
革（2004～
2006年） 

地方財源＝税
源移譲（3兆円
規模） 

更なる税源移譲 

地域主権改革 地域主権戦略
大綱 
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 「地方分権の推進に関する決議」（1993年衆参両院）：「国と
地方の役割を見直し、・・地方公共団体の自主性、自律性の
強化を図り、二十一世紀にふさわしい地方自治を確立する」 
 

  集権体制の象徴＝機関委任事務：都道府県が通常、こなす
仕事の8割、市町村レベルでは5割  

 

 「地方分権推進委員会中間報告（1996年）」： 
  ①地方の自己決定・自己責任の拡充 

  ②国と地方の関係について「上下・主従」から「対等・協力」
への転換  

  ⇒「機関委任事務」の廃止＝自治事務・法定受託事務への
再編成 

 
 



地方分権一括法（2000年4月施行）の主な内容 

 

 [1] 市町村民税への制限税率の撤廃 

 

 [2] 法定外普通税の許可制から協議制への移行 

 

 [3] 法定外目的税の創設（協議制） 
 

 [4] 地方債の許可制から協議制への移行（実施は2006年度
より） 

 

 [5] 機関委任事務の廃止 

 





地方自治体の 

事務・事業 

地方自治法 

による分類 

地方財政法 

による分類 

法定受託事務＝地方自
治法第2条で9で列挙 

自治事務＝法定受託事務
以外の事務（残余） 

補助事業＝地方財政法10条
10条の2、10条の3、10条の4、
16条で規定 

地方単独事業＝補助事業以
外の事業（残余） 



 主要な地方税（個人住民税、法人事業税、固定資産税等）に
は、標準税率と制限税率があった。 

 

 「標準税率」（例：固定資産税＝1.4％）以下の税率を課す自
治体は地方債の起債が許可されない。 

 

 平成10年度、16年度改正で、個人住民税・固定資産税の制
限税率（税率の上限）は撤廃。 

 

 法定外普通税の許可制度も廃止（同意を要する事前協議
制） 
 



 地方分権一括法（2000年4月施行）で、（1）法定外普通税が
許可制から協議制へ移行、（2）法定外目的税が創設（協議
制）された。 

 

 法定外税は以下の条件を満たす範囲で国から許可される： 

 

  (i)納税者に過大な負担をもたらさない 

  (ii)物流を妨げない 

  (iii)国の経済政策と矛盾しない範囲で国（総務省）から許可
されることになる。 
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 国の関与の基本原則 

 ①関与には法律的な根拠が必要とする「法定主義」（地自法
245条の２）  

 ② 必要最小限の関与であること（地自法245条の３第１項） 

 自治事務＝地域に関わる一般的な行政―法定受託事務（限
定列挙） 

⇒法定受託事務に指定されていない地方の仕事は全て「自治
事務」 

 「国・地方係争処理委員会」＝地方自治体が国の関与に不
服がある場合、それを訴えて裁定を求める場。 

⇒ 「国の下部組織」だった地方自治体を「国と対等なパート
ナー」と位置づける 





 「第1次地方分権改革」の反省 

 ＝補助金改革の不徹底⇒国の関与の構造が残った 

 

 「カネの切れ目は縁の切れ目」？ 

  カネ＝国からの財政移転（補助金） 
  縁 ＝国の規制・関与、地方の甘え 

 

 国から地方への財政移転 

   国庫補助負担金＝特定補助金（いわゆる「補助金」） 
   地方交付税＝一般補助金（実質的に「補助金」化・地方の甘え
を助長？） 

 

 地方の自主財源（＝地方税）の比重を高めることで地方の自立と責
任を促す ⇒ 「税源移譲」と補助金・交付税の改革 



 「地方が自らの支出を自らの権限、責任、財源で賄う割合を
増やすとともに、国と地方を通じた簡素で効率的な行財政シ
ステムの構築」 

 税源移譲：「税源移譲は概ね3兆円程度」を目指し、「平成18
年度までに所得税から個人住民税への本格的な税源移譲を
実施する」 

 国庫補助負担金：「地方の裁量を高め自主性を大幅に拡大
する」とともに「国・地方を通じた行政のスリム化」と「国の関
与・規制の見直す」を一体に行なう。 

 交付税：「地方団体の改革意欲を削がないよう・・・地方の歳
出を見直し、抑制する」が、「安定的な財政運営に必要な一
般財源の総額を確保する。」 

 



税源移譲 補助金削減 交付税
改革 

中央
官庁 

財務省 反対 賛成 

総務省 賛成 賛成 反対 

補助金所管省庁 反対 

地方
自治
体 

交付団体 賛成 賛成 反対 

不交付団体 賛成 賛成 



財務省の反論 公共投資は引き続き「スリム化」が求められているこ
と、建設国債を財源にしている 

⇒「税源移譲には不適当」 

文部科学省の
反論（中教審） 

・全国的な教育水準の確保は国の責任 

・国庫負担金がなければ、教育水準に地域間格差 

・給与水準と教員数への規制緩和は実施済み（「総額
裁量性」） 

厚生労働省の
対案 

・生活保護の認定率、医療費、介護費用で地域間格
差 

・自治体が医療・介護・福祉で主体的な役割を果たす
べき 

⇒生活保護等への国庫負担率引き下げを提案 



地方分権改革推進委員会財務省提出資料（平成１９年７月５日） 



                   

税源移譲

向け削減 

 31,176億円 

・ 国民健康保険国庫負担金＝6,862億円 

・ 義務教育費国庫負担金等＝8,467億円（注） 

・ 児童手当国庫負担金＝1,578億円 

など 

交付金化 7,943億円（まちづくり交付金等） 

国庫補助負担金改

革 

４ 兆

6,661 億

円 

  

スリム化 9,886億円（公共事業関連が中心） 

税源移譲 所得税から個人住民税への約 3兆円の税源移譲 

地方交付税改革 地方交付税及び（元利償還費を将来の交付税で措置する）臨時財政対

策債を 3年間で約 5.1兆円削減 

（注）金額は平成 16年度政府・与党合意（平成 17-18年度実施）に係る分。このほか、平

成 16年度税源移譲に係る分として退職手当・児童手当 2,309億円がある。 

（出所）総務省資料 



 所得税から個人住民税への「概ね3兆円規模」の税源移譲 

 

 個人住民税の税率を10％（都道府県4％、市町村6％）でフ
ラット化；ただし、「三位一体の改革は増税を目的とするもの
ではないので、所得税から住民税への税源移譲を行なうに
当たって・・・実質的に増税にならないよう・・適切な措置を行
なうべきである」ため、所得税を調整 

 

 「税源移譲等に伴う増収分は、当面（交付税の）基準財政収
入額に100％算入（通常75％）し、交付税の財源保障・調整
機能を適切に発揮すること」 

 

 



 「個人所得税体系における所得税と個人住民税の役割分
担」⇒所得再分配は所得税の機能 

 

 「応益性や偏在度の縮小」の観点を踏まえフラット化 

 

 



 義務教育費国庫負担金など補助金・負担金を廃止すること
で地方の裁量が高まり、地域独自のニーズに即した財政運
営（教育サービスなどの提供）が可能になる。 

 

 税源移譲すれば、地方の財政責任が高まり、課税自主権が
強化される。 

 

 国庫補助負担金の削減と税源移譲は富裕な地域には恩恵
をもたらしても、貧しい地域との財政格差を拡大する。 

 

 義務教育国庫負担金が削減されることで、義務教育の水準
に地域間格差が生じてしまう。 

 



 「所得にかかわらず等しく10％の税を納めることで、地方税
の応益原則が強化」（総務省資料） 
 

 交付税等財政移転依存体質に変化なし 

 

 現行制度においても個人住民税の超過課税は可能 

  ⇒所得割に超過課税を課している自治体は皆無。 

 

 「税源移譲が行なわれても、移譲額が国庫補助負担金廃
止に伴い財財源措置すべき額に満たない地方公共団体
については、地方交付税・・を通じて確実に財源措置を行
なう」べき（地方六団体（平成16年8月） 



 所得税＋住民税負担は変化しないことを強調 

  ⇒地域住民のコスト意識（応益性）につながった？ 

 

 税を巡る政治と経済の論理の相違 

    政治＝負担は明瞭ではないことを志向 

    経済＝負担の明確化による財政規律の強化 

 

 



 地方自治法第232条第2項「法律又はこれに基づく政令によ
り普通地方公共団体に対し事務の処理を義務付ける場合に
おいて、国はそのために要する経費の財源につき必要な措
置を講じなければならない」 

 

 地方財政法第13条第1項「（地方が）新たな事務を行う義務
が負う場合においては、国は、そのために要する財源につい
て必要な措置を講じなければならない」 

 

 地方交付税法第一条：「（交付税は）地方団体が自主的
に・・・行政を執行する権能をそこなわず、財源の均衡化を図
り・・・地方行財政の計画的な運営を保障」 
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分権化＝地方の自己決 

定権と自己責任の拡充 

地方＝地方への 

財源保障は不可欠 

国＝金を出すなら口も出す 

 

過度な国の関与・規制 





 更なる税源移譲 
 
 法人二税の地域間配分基準の見直し（平準化） 
 
 地方交付税の地方共有税への衣替え（地方固有の財源で
あることを明確化・交付税率の見直し） 

 
 ふるさと納税 
 
 再生型破綻法制の整備 
 
 地方行財政会議（国と地方の協議の場）の設立 
 
 道州制 

 





 21世紀ビジョン懇（竹中総務大臣（当時）） 
 
 地方分権推進会議・全国知事会 
 
 地方分権改革推進委員会 

 
 地方制度調査会 

 
 財政制度等審議会・財務省 

 
 経済財政諮問会議 

  
 



    時間軸 

 

主な施策 

 短期 

（06年度中） 

中期 

（3年程度） 

長期 

（10年後まで） 

新地方分権一括法 地方制度調査会等で
検討に着手 

2年を目途に結論・3

年以内に提出 

地方債の完全自由化 地方債発行の統一交
渉の廃止（実現済み） 

公営公庫に対する政
府保証の廃止・共同
地方債 

協議制の廃止・新規
地方債への交付税措
置廃止 

再生型破綻法制 

 

制度の概要を作成・
公表 

3年以内に制度整備 

税源配分 

 

税源移譲の制度設計
の検討 

3年間で5兆円規模
の税源移譲 

国と地方の税収比４：
６へ 

交付税改革 

 新型交付税 

 不交付団体の拡大 

 

・3年で5兆円規模 

・人口20万以上の自
治体の半分 

 

・割合の拡大 

・人口10万人以上の
自治体の半分 



 「国と地方の協議の場」の法定化（「地方行財政会議」） 
 

 地方交付税を「地方共有税」へ 

     －法定率の見直し等 

     －特別会計への直接繰り入れ 

 

 「新地方分権推進法」の制定 

     －国と地方の役割分担の見直し 

 

 国庫補助負担金の総数に半減（「一般財源化」） 
 

 自治体の財政運営の透明化 



 

 「新分権一括法」を3年以内に提出するため、「地方分権改
革推進委員会」において国と地方の役割分担等について
検討する。 

 

 地方支分部局を合理化するとともに、「道州制ビジョン」を
策定する 

 

 法人二税を中心に税源が偏在するなど地方公共団体間で
財政力に格差があることを踏まえ、地方間の税源の偏在を
是正する方策について検討。 

 

 「ふるさと」に対する納税者の貢献を可能にする税制上の
方策の実現に向け、検討する。 

 



 広域自治体改革を通じて国と地方双方の政府を再構築し、
新しい政府像の確立を目指す。 

 

 －広域自治体として都道府県に代えて道州を置く（全国を９
～13に区分） 

 ー現行の都道府県事務は大幅に市町村に移譲 

 ー国（地方支分部局）の事務を道州へ移譲 

 －国からの適切な税源移譲 

 －税源と財政需要に応じた「適切な財政調整制度」を検討 





 道州は都道府県に代わる広域自治体とし、・・・国・道州・
基礎自治体の役割分担を明確にすることが重要 

 

 国の地方支分部局は廃止し、その機能を道州・基礎自治
体に移管する。 

 

 徹底した補完性の原理に基づき、基礎自治体（市町村）を
地方自治の第一の担い手とする。 

 

 小規模な自治体については、道州が補完、近隣基礎自治
体に事務を委託、広域連合や一部事務組合の活用など
「補完の方式を工夫する必要」あり。 





 「構造改革を進める中で、格差といわれる様々な問題が生じ
ています。・・・・地方の再生に向けた戦略を一元的に立
案・・・・決してばら撒きではなく、・・・地方再生への構造改革
を進めてまいります」（福田内閣総理大臣所信表明（平成19
年10月1日） 

 

 財政制度等審議会：不交付団体も含めた格差是正を行うた
め、・・地方法人二税について、地方消費税における地域間
の清算システム・・・などを参考にしつつ、偏在性是正のため
の具体的な仕組みを検討するとともに・・・自治体間の水平的
な財政調整制度の導入についても検討が行われるべき（平
成19年6月6日） 

 



 小泉構造改革（労働
市場に対する規制緩
和等）、経済のグロー
バル化に伴い所得格
差が拡大（？） 

 

⇒「税制・社会保障の再
分配機能の強化」が
要請 

 

41 出所：経済財政諮問会議（平成21年4月22日） 



出所：総務省資料 
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出所：総務省資料 
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 都市圏の納税者から故郷への納税が進めば「地域間の財政
力格差を縮小する流れに沿う」。 

 「高校まで地方で育ち、いよいよ納税するときは都会に出て
行く」人々のための福祉や教育の費用を負担しているのは故
郷の自治体 

 自分を育ててくれた故郷を思いお金を払うことは「美しい日
本」でもある。 

vs 

 「行政サービスの受益と負担の関係が崩れる」 

 交付税の減額による地域間格差を都市部と地方の対立にす
り替えることは本末転倒。 



 ふるさと納税は「寄付金」税制による 

 

 ふるさと納税額マイナス5千円を居住する自治体の住民税から
「税額控除」する。 

 

 税額控除の上限は住民税（所得割）の1割 

 

 市町村税と都道府県税から税収比（６：４）で控除 

 

 「ふるさと」となる地域は限定しない。 

  ⇒納税先は自分で選択可能⇒自治体間の競争を喚起（？） 
 

 寄付者の住所地の自治体の住民税減収分については交付税
で減収補填措置 

 
 

 

 



出所：ふるさと納税応援サイトhttp://www.furusato-nouzei.jp/ 



 「ふるさと」自治体へ
の税額分が「居住」
自治体の住民税と所
得税から控除 

 

 ただし上限あり＝住
民税（所得割）の1割 

 

 東京の納税者が地
方にふるさと納税＝
東京から地方への財
政移転が実現 

 

⇒ 「水平的財政調整」 



 平成２１年度都道府県・市区町村に対する寄附金に
係る寄附金税額控除 

 

 

 

 

 

 

 

 東日本大震災後は被災地へのふるさと納税が急増 

⇒義捐金としてのふるさと納税 

 

人数 控除対象寄付金（百万円） 

市町村   33,084  7.259 

都道府県 33, 143  7,258 

合計 66,227  14,517 

48 



 

 抜本的税制改革（消費税増税を含む）までの当面の措置としての
「地方法人特別税」 
 

 地方税である法人事業税の約半分に相当する2兆6000億円を新
設の「地方法人特別税」（国税）として分離し、人口と従業員数を基
準に「地方法人特別譲与税」として都道府県に09年度から再配分。 

   ⇒不交付団体である東京都の減収は３０００億円あまり（東京・愛
知・大阪合わせて４千億円が「地方」に移転）。 

   ⇒一人あたり税収の最大と最小の格差は2005年度決算ベース
で測って現行の3.2倍から2.9倍に低下 

 

 税収が増える自治体が、地方交付税の配分額を減らされないよう
に、交付税に再配分と同額の「特別枠」＝「地域再生対策費」を設
けて財政力の乏しい自治体に重点配分  ⇒  交付税総額の確保          

             

 

 

 



出所：総務省資料 
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 財政制度等審議会：不交付団体も含めた格差是正を行うた
め、・・地方法人二税について、地方消費税における地域間
の清算システム・・・などを参考にしつつ、偏在性是正のため
の具体的な仕組みを検討するとともに・・・自治体間の水平的
な財政調整制度の導入についても検討が行われるべき（平
成19年6月6日） 

 

ｖｓ 

 

 地方財政審議会：地方公共団体にとっては産業振興等を通
じた税源拡大の誘因を、納税者には行政を監視するインセン
ティブを失わせる（平成18年6月19日） 



狙い 地方法人特別税への解釈 

財務省 ・消費税の死守 

・水平的財政調整による地域
間格差の是正 

・交付税の削減 

・財政調整を法人二税の枠
内で実現 

・地方消費税の引き上げは
回避？ 

総務省・地方
自治体 

・将来的に地方消費税の拡充 

・自治体間（都市と地方）での
利害対立は回避 

・交付税総額の確保 

・地方消費税の引き上げへ
の布石（暫定措置）⇒2.6兆
円は消費税1％分 
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問題認識：税収の偏在は問題か？ 

 

 交付税交付後は財政力が逆転＝交付税の過剰な平準化（財政調
整）？ 

 交付税の財源保障機能があれば、格差は問題ではない 

 交付税の過多を「一人あたり」で判断できないならば、同じ一般財
源を構成する地方税の格差も「一人あたり」では判断できない？ 

 

方法論：税源の地域間格差を是正する政策 

 

 法人2税（法人住民税・法人事業税）の地域間配分基準（税収・分
割基準）の見直し 

 地方消費税の拡充 

 「ふるさと納税」の活用 

⇒同じ「入口」（問題意識）でも異なる「出口」（対策） 



財政力の逆転
都道府県別集計
平成19年度決算

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

50,000 100,000 150,000 200,000 250,000 300,000 350,000

一人あたり地方税

一
人

あ
た

り
地

方
税

＋
交

付
税

都道府県 市町村



税源移譲 地方法人課税
と消費税の交
換 

法人2税の

配分基準の
見直し 

ふるさと納税 

中央官
庁 

財務省 反対 反対 賛成 賛成？ 

総務省 賛成 賛成 賛成 

地方自
治体 

交付団体 賛成 賛成 賛成？ 賛成 

不交付団体 賛成 反対 反対 





 国から地方へ６兆円規模の税源を移譲する 

 

 国税と地方税の税源配分を５対５ 

 

 移譲税源＝税収の地域的な偏りが小さい地方消費税・住民
税 

 

 「移譲税源の調整の問題については、各自治体の共通財源
と位置づけ、調整する仕組みの構築について検討を行う。」 

 

 交付税が地方の「自主財源」であることを明確化するため、国
の一般会計を通さず、特別会計に直接繰り入れる「地方共有
税」の導入。 

 



 国と地方の役割分担を徹底的に見直すことで不明確な責任
関係がもたらす両者のもたれ合い状態から脱却 

 －行政の重複を排除し国の地方支分部局等の事務・事業を
見直して廃止・縮小 

 －条例による法令の上書き権を含めた「条例制定権」の拡大 

 

 地方の事務と責任に見合った地方税財源の充実確保 

 －税源配分の見直しを始めとする地方税財政全体の抜本的
改革 

 －東京等への税源の偏在への配慮 

 

 地方の「自治行政権」、「自治財政権」、「自治立法権」を十分
に具備した地方政府を確立 



 「地方政府の確立は、自治行政権、（条例により法令の規定
への「上書き」権など条例制定権を含めた）自治立法権、自
治財政権を有する完全自治体を目指す取組みでもあり、その
運営は「自由と責任、自立と連帯」、「受益と負担の明確化」
の基本原則にもとづき展開されるべき」（８頁） 

  ⇒ 国の下部組織としての地方自治体からの脱却 

 

 地方の「自治事務でありながら、法令による義務付け・枠付け
をしている場合について・・（中央官庁から）回答がなかったと
きは、委員会においては、法令による義務付け・枠付けの必
要がないものという前提で作業を進める。」（40頁） 

  ⇒ 分権化をデフォルト 



 (1)「地方の担う事務と責任に見合った地方税財源の充実確
保をはかり、地方自治体が自らの責任で効率的な自治体経
営を行うことができる基盤をつくるためには、・・・国と地方の
税源配分について・・・５：５を念頭におく」 

 (2)「国によるさまざまな義務付け・枠付け、関与などを明快な
基準にもとづき徹底的に見直すことで廃止するとともに、条例
により法令の規定を「上書き」する範囲の拡大を含めた条例
制定権」を拡大、 

 (3)「行政の重複を徹底して排除」するべく「国の出先機関の
事務・権限の大幅な地方移譲や廃止などを行うとともに、国
の出先機関を廃止・縮小する」 

⇒自治行政権、自治立法権、自治財政権を有した「地方政府の
確立」 
 



 地方分権の新たな推進体制として、鳩山首相が議長を務め、
地方の首長らが加わる「国と地方の協議の場」を新設する。
現在の地方分権改革推進委員会（委員長・丹羽宇一郎伊藤
忠商事会長）は来年３月の設置期限を待たず、年内にも廃止
する方針だ。 

 

 政府は、分権委の勧告に分権政策の方針作成を委ねる「委
員会方式」では、政治主導の分権改革ができないとして、推
進体制を見直す必要があると判断。秋の臨時国会で分権委
の設置根拠となっている地方分権改革推進法を改正する方
針だ。 

 

            2009年9月27日03時03分  読売新聞 
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地域主権 

 

ー霞が関を解体・再編し、地域主権を確立する 

○明治維新以来続いた中央集権体制を抜本的に改め、「地域
主権国家」へと転換する。 

ー国の出先機関、直轄事業に対する地方の負担金は廃止する 

○国と地方の二重行政は排し、地方にできることは地方に委ね
る。 

ー目的を失った自動車関連諸税の暫定税率は廃止する 

○課税の根拠を失った暫定税率を廃止して、税制に対する国
民の信頼を回復する。 

○2.5兆円の減税を実施し、国民生活を守る。特に、移動を車に
依存することの多い地方の国民負担を軽減する。 
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 国から地方への権限移譲 

   －地方行財政に係る義務付け・枠づけの是正・廃止 

   －国の出先機関の廃止・見直し 

   －補助金の一括交付金化 

 

 地方の主体性・責任の拡充 

    －地方税の充実 

    －地方自治体のガバナンス（例：議会等）改革 

 

 地方分権の「受け皿」（基礎自治体）としての市町村 
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 目的：地域のことは地域が決める「地域主権」を確立するた
め、国から地方への「ひも付き補助金」を廃止し、基本的に
地方が自由に使える一括交付金にするとの方針の下、現行
の補助金、交付金等を改革する。 

出所：地域主権戦略会議（第5回）。 
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出先機関の 

「丸ごと移管」 
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 道州制を見据え地方自治体の首長が議員を兼職する院を模索(国と地方
の協議の場の昇華) 

  

 条例の上書き権（憲法94条の改正） 
  

 地方財政計画制度・地方交付税制度の廃止 

  

 消費税の地方税化と地方間財政調整制度 

  

 自治体破綻制度の創設 

 

 都市間競争に対応できる多様な大都市制度＝大阪都構想 

  

 道州制が最終形 

 

⇒地方分権改革の主導権は地方首長へ 

 


